"スウェーデンノゼイニオケル""フタントジュエキノミエルカ""" by 伊藤 正純 et al.
スウェーデンの税における“負担と受益の見える化” 







伊 藤 正 純 
 
 


































摂南経済研究 第 2巻 第 1・2号 (2012) 




































                                                          
注 1 宮本太郎『生活保障』岩波新書、2009年、19-22ページ。 
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式による申告をした約 560 万人のうち、58％の者がサインだけで申告を終えた。残りの 42％
が訂正し追加資料を添付して申告した。訂正の中心理由は、通勤費控除とキャピタルゲイン関
係であった。自営業者やパートナーシップの共同経営者など 128万人は特別申告によっている
注 3。なお、各レーン（国の地方出先機関）にある地域税務局（skattemyndigheter 全国で 10
                                                          
注 2 Swedish Tax Agency(2011), Taxes in Sweden 2010, p.11。 
注 3 馬場義久「スウェーデンの二元的所得税」日本租税研究協会『租税研究』2002年 11月、130-131ペー
ジ参照。 
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 図１は、スウェーデン中央統計局の『スウェーデンの財政 2008』注 4に載っている、2006年
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の実額でみた、５歳年齢階級別の個人からみた税と社会保険料との負担（下半分）と、公共サ
ービスと移転給付（上半分）である。上限を 80～84 歳までにしたのは、それ以上はデータが































                                                          
注 5 OECD, Society at a Glance 2009, p.97. 
注 6 Skatteverket(2011), Skatter i Sverige SKATTESTATISTISK ÅRSBOK 2010, s.187. この租税統計年
鑑への参照だけ、本文中に、Skatteverket,2010,s.51 にように略記する。 
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注 7 日本では、2009年度の税制改正により、2009年 1月 1日から 2011年 12月 31日までの間の上場株式
等の配当等及び譲渡益に対する税率は、10％の軽減税率となっている。 
http://www.fsa.go.jp/ordinary/zeisei/index.html 
注 8 税制調査会「わが国税制の現状と課題－２１世紀に向けた国民の参加と選択－」2000年 7月 
http://www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/kin03d.pdf 
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勤 労 課 税 小 計 33.0 56.2 89.2
資本課税
　　国所得税（法人税） 1.8 5.9 7.7
　　不動産税 0.9 0.9 1.8
　　源泉課税 0.2 0.2
　　年金基金収益税 0.9 0.9
資 本 課 税 小 計 2.9 7.7 10.6














である。なお、国所得税 20％を納付した人は 20 歳以上で 19％、国所得税 25％を納付した人
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層 0から 24万クローナ未満までの層で、人数割合は 56.9％、勤労税割合は 25.5％である。第
２グループは所得階層 24万から 34万クローナ未満までの層で、人数割合は 24.8％、勤労税割
合は 27.1％である。これら２つのグループは地方所得税のみ納付している。第３グループは国
























0 342,779 0 0 0 3 0.0 - -1 0 2 0.0
-20 216,754 2,004 0 11 32 0.5 0.8 -16 -1 26 1.3
20-40 178,165 5,315 0 699 324 7.4 0.1 -319 -306 398 7.5
40-60 162,102 8,053 0 1,556 467 11.0 0.0 -467 -667 869 10.8
60-80 181,315 13,013 0 2,752 548 16.5 0.0 -548 -599 2,153 16.5
80-100 363,072 33,302 0 7,346 669 20.4 0.0 -669 -551 6,795 20.4
100-120 345,173 37,923 0 8,616 863 21.3 0.0 -863 -552 8,065 21.3
120-140 345,002 44,825 0 10,758 1,133 22.6 0.0 -1,133 -623 10,135 22.6
140-160 384,811 57,768 0 14,685 1,549 24.0 0.0 -1,549 -849 13,836 24.0
160-180 413,647 70,350 0 18,655 2,220 24.7 0.0 -2,220 -1,256 17,398 24.7
180-200 416,030 79,015 0 21,632 3,003 25.0 0.0 -3,003 -1,901 19,730 25.0
200-220 415,363 87,188 0 24,479 3,953 25.1 0.0 -3,953 -2,611 21,868 25.1
220-240 430,031 98,899 0 28,339 5,154 25.2 0.0 -5,154 -3,432 24,907 25.2
240-260 434,954 108,686 0 31,675 6,404 25.2 0.0 -6,404 -4,270 27,405 25.2
260-280 414,856 111,925 0 33,072 6,913 25.4 0.0 -6,913 -4,606 28,466 25.4
280-300 370,937 107,476 0 32,110 6,764 25.7 0.0 -6,764 -4,485 27,625 25.7
300-320 328,101 101,596 0 30,644 6,438 26.0 0.0 -6,438 -4,216 26,428 26.0
320-340 280,613 92,519 0 28,075 5,884 26.3 0.0 -5,884 -3,762 24,312 26.3
340-360 234,678 81,968 394 24,907 5,212 27.0 0.0 -5,212 -3,174 22,126 27.0
360-400 319,558 120,885 2,384 36,779 7,611 28.8 0.0 -7,611 -4,332 34,831 28.8
400-500 400,575 177,293 8,124 53,997 9,776 32.0 0.0 -9,776 -5,450 56,671 32.0
500-1000 354,179 226,020 23,301 68,950 8,757 38.7 0.0 -8,757 -4,868 87,383 38.7
 　 1000- 43,131 70,049 13,407 21,371 1,068 48.8 0.0 -1,068 -604 34,173 48.8

















































 歳入からみる。国の歳入は税収が 7割、社会保険料収入が 2割強である。地方政府の歳入は
税収が 7割弱で、その他の移転収入が 2割強だが、その 94％は国からの移転である。社会保険
料収入はほとんどない。年金基金の歳入は社会保険料が 8割弱で、その他の収入が 2割弱だが、
その 69％は国からの移転で、残り 31％は配当金収入であり、税収はまったくない。 
 歳出をみる。一般政府では消費支出の方が移転支出より大きいが、３政府をみると、それぞ
れ特徴的な支出をしている。国は移転支出が消費支出より倍以上多い。移転先をみると家計
54％、地方政府 28％、外国 8％、企業 5％、年金基金 5％である。過半数が家計へ、その半分
が地方政府への移転である。これに対して、地方政府は８割強が消費支出で、移転支出はたっ
一般政府 国 地方政府 年金基金
総実額 1,572 877 688 210
税 67.5 69.2 68.0
社会保険料 23.6 22.5 2.0 76.0
固定資本減耗 3.9 2.9 5.3
利子収入 1.8 0.9 1.4 5.6
その他の収入 3.2 4.4 23.3 18.4
総実額 1,502 845 660 180
移転支出 38.8 65.2 8.8 98.7
消費支出 49.0 24.2 84.2 1.3
資本形成 5.7 4.9 7.1
利払い 3.4 5.5 1.0
その他の支出 3.0 0.2 -1.1
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歳出合計 100.0 57.9 31.1 15.6 12.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
一般公共サービス 12.6 14.3 3.1 0.4 12.6 24.7 10.1 2.8
国防 2.8 2.8 0.0 2.8 4.8 0.0
秩序と安全 2.9 2.4 0.5 2.9 4.2 1.6
経済業務 8.4 6.0 1.9 0.7 8.4 10.4 6.2 4.4
環境保護 0.4 0.3 0.1 0.4 0.5 0.2
住宅地域社会の快適さ 0.9 0.3 0.8 0.0 0.9 0.4 2.4 0.0
健康と医療 14.0 2.6 0.3 13.4 14.0 4.5 0.8 85.9
レクリエーション、文化、宗教 2.1 0.6 1.6 0.1 2.1 1.0 5.2 0.8
教育 14.4 3.6 11.3 0.1 14.4 6.2 36.4 0.8
































合計である 20兆 4280億クローナを総所得とみなして計算した。 
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処分所得／要素所得の比の列をみる。総計の比は 0.86と表６の 0.99より 0.13低い。これは、
この分だけ 65 歳以上の年金などに回っていることを表す。全再配分の列をみると、所得階層






















 ここでの税は家計負担の勤労所得税と資本所得税である。勤労所得税は、所得 34 万 900 ク
ローナ層までは 31.44％の地方所得税だけだが、それ以上になると、50万 7100クローナ層ま
では上乗せ 20％の国所得税、それ以上の層は上乗せ 25％の国所得税がかかる。だから、この
                                                          
注 10 2008年のデータなので 1クローナ 12円で換算した。 
注 11 以下の住宅手当と社会扶助の推測では、Skatteverket(2009), Skatter i Sverige SKATTESTATISTISK 
ÅRSBOK 2008, s.195を参照した。 
表７　全家計の要素所得後の所得構造　2008年 　18-64歳の家計
課税分 非課税分
　　　　-0 -6.9 91.9 53.0 23.6 121.4 114.6 186,592 5.5
　　1-50 15.6 101.6 37.7 34.6 104.7 120.3 7.73 321,545 9.4
  50-100 74.6 58.8 37.1 29.6 66.3 141.0 1.89 154,045 4.5
100-150 123.8 62.3 24.0 42.8 43.4 167.2 1.35 162,346 4.8
150-200 176.1 59.6 18.9 56.1 22.4 198.5 1.13 173,074 5.1
200-250 227.0 40.5 11.8 65.6 -13.4 213.7 0.94 245,835 7.2
250-300 275.3 40.2 9.9 78.5 -28.5 246.9 0.90 325,105 9.5
300-350 324.5 40.2 10.9 93.6 -42.5 282.0 0.87 304,153 8.9
350-400 374.1 50.6 12.3 112.4 -49.4 324.7 0.87 204,342 6.0
400-450 423.9 52.8 14.6 126.1 -58.7 365.2 0.86 161,607 4.7
450-500 475.1 44.7 17.0 138.6 -76.9 398.3 0.84 161,917 4.7
500-550 524.5 37.3 16.6 150.1 -96.2 428.4 0.82 156,300 4.6
550-600 575.4 36.5 14.0 164.2 -113.6 461.8 0.80 141,923 4.2
  600- 963.6 30.5 17.3 308.0 -260.3 703.3 0.73 711,387 20.9
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齢を問わない家計所得全体でみたものなので参考にすぎないが、「2008 年に 50 万クローナ以
上の獲得所得者は 39万 7000人で、成人人口の 5.4％を占め、獲得所得の 17％を所持し、勤労
































子どもなし 174.0 73.0 10.7 67.1 16.5 190.5 1.09 2,181,082 48.2
　　18-29歳 165.4 8.1 19.2 40.9 -13.6 151.8 0.92 503,098 11.1
　　30-64歳 257.2 45.1 7.7 85.5 -32.8 224.4 0.87 1,015,367 22.4
　　65歳以上 52.9 165.0 8.9 58.9 114.9 167.8 3.17 662,617 14.6
子どもあり 238.4 41.4 61.0 73.2 29.2 267.6 1.12 258,746 5.7
　　子ども１人 231.7 40.9 41.9 71.0 11.8 243.5 1.05 150,354 3.3
　　子ども２人以上 247.7 42.1 87.5 76.4 53.2 301.0 1.21 108,392 2.4
子どもなし 375.1 203.5 4.5 167.0 40.9 416.1 1.11 1,014,930 22.4
　　18-29歳 399.2 12.4 29.7 102.8 -60.8 338.5 0.85 93,208 2.1
　　30-64歳 585.1 105.2 2.4 202.6 -95.0 490.1 0.84 496,984 11.0
　　65歳以上 124.2 360.4 1.4 139.5 222.3 346.5 2.79 424,738 9.4
子どもあり 624.7 54.7 32.6 195.8 -108.4 516.3 0.83 898,419 19.9
　　子ども１人 616.8 60.2 18.6 192.3 -113.5 503.3 0.82 319,861 7.1
　　子ども２人 636.0 48.2 31.9 199.8 -119.7 516.3 0.81 415,267 9.2
　　子ども３人以上 611.7 60.6 62.0 192.2 -69.6 542.1 0.89 163,291 3.6
551.5 102.8 16.7 179.1 -59.7 491.8 0.89 171,454 3.8
　　単身　（★１） 354.2 89.7 16.6 114.8 -8.5 345.7 0.98 78,515 1.7
　　同居　（★２） 718.2 113.8 16.7 233.4 -102.9 615.3 0.86 92,940 2.1






























総    計
スウェーデンの税における“負担と受益の見える化” 































歳 26.1％、35－44歳 29.4％、45－54歳 30.1％、55－64歳 29.8％、65－74歳 29.4％、75歳




                                                          
注 12 スウェーデンでは、高校卒業と同時に親元を離れる慣習があるので、若者の生活はおおむね質素である。 
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注 13 地方分権政治については、斉藤弥生・山井和則『スウェーデン発 高齢社会と地方分権：福祉の主役
は市町村』ミネルヴァ書房、1994年が詳しい。 
